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【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

社会医療法人に対する寄附に係る寄附金控除の創設 

（国税５）（所得税：外、法人税：義、相続税：外） 

2 要望の内容 社会医療法人に対する寄附について、以下の措置を創設する。 

・社会医療法人に寄附をした場合の寄附金を所得から控除する。 

・社会医療法人に寄附をした法人について、当該寄附金を一般の損金算入限

度額とは別に損金算入する。 

・社会医療法人に相続財産を寄附した場合に相続税を非課税とする。 

3 担当部局 厚生労働省医政局指導課  

4 評価実施時期 平成２３年９月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

新規 

6 適用又は延長期間 恒久措置 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

救急医療等確保事業などを実施する公益性の高い法人である社会医療法

人に寄附税制措置を講じることにより、地域住民に必要な医療提供体制の確

保を図る。 

《政策目的の根拠》 

  社会医療法人は、平成 18 年医療法改正において、公立病院改革が進む

中で、民間の高い活力を活かしながら地域住民にとって不可欠な救急医療等

確保事業を担う公益性の高い医療法人として制度化された。 

（寄附税制関連法律） 

所得税（所得税法第７８条） 

法人税（法人税法第３７条） 

相続税（租税特別措置法第７０条） 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

（Ⅰ 基本目標） 

Ⅳ 地域で安心して健康に長寿を迎えられる社会を実現する。 

（施策大目標） 

１ 医療サービスを安定的に提供する。 

（施策中目標） 

１ 地域の医療連携体制を構築する 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

当該措置の結果、社会医療法人に対する寄附金額が増加することにより、

社会医療法人の経営基盤が安定し、地域住民に必要不可欠な地域医療を継

続して提供し続けることを目標とする。 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

 社会医療法人における年間寄附金収入額。 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

社会医療法人が地域医療を継続して提供し続けることにより、地域住民に

真に必要な医療提供体制が確保できる。 

（別添） 
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8 有効性

等 

① 適用数等  「医療法人の現状と課題に関するアンケート調査」による寄附受領実績（59

法人で年間４４，３７２千円（１法人あたり約７５万円））を上回る寄附金収入が

見込める。 

② 減収額 ▲３５百万円（算定根拠別紙） 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成２４年４月～平成２５年３月） 

本措置により社会医療法人への寄附が促進され、法人の経営の安定化に

資する。 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成２

４年４月～平成２５年３月） 

 １法人あたり約７５万円の寄附金収入が見込める。 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成２４年４月～平成２５年３月） 

 不採算医療を担う社会医療法人は経営基盤が不安定であり、地域で必要と

される医療の提供に支障をきたすおそれがある。 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成２４年４月～平成

２５年３月） 

 社会医療法人は法人の財産が個人に帰することがなく、適正な事業運営が

確保されている公益性の高い医療法人であり、その存続・発展を図ることは公

益の増進に資する。 

  控除等を伴う寄附（税収減）により、社会医療法人の経営基盤が安定化し、

地域医療の確保が図られるものであり、多くの地域住民に効果が及ぶ。 

 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

地域住民に必要不可欠な医療を担う法人である社会医療法人の財政基盤

の一部を地域住民が寄附という形で支えることは妥当であり、寄附金控除措

置を講じることが政策として適切である。 

 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

医療法人による医療施設の施設・設備の整備等に対し助成を行っている

が、社会医療法人の経営安定化のための補助金等はない。 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

－ 

10 有識者の見解  － 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

 

 



減収見込み算定資料 

 

【前提条件】 
○寄附金にかかる試算は、「医療法人の現状と課題に関するアンケート調査」（平

成 23 年 4 月四病院団体協議会）において、社会医療法人からの回答データ（59
法人、直近年度）より算出 

   法人からの寄附金  20,588,425 円（14 件）1 法人あたり 348,956 円 
   個人からの寄附金  23,784,000 円（461 件）  
 
○個人からの寄付財産額のうち、90.7％が相続財産以外で個人が得た所得を原

資とするものとみなす  21,572,088 円（418 件）1 件あたり  51,607 円 
○個人からの寄付財産額のうち、9.3％が相続財産で個人が得た所得を原資とす

るものとみなす      2,211,912 円（43 件）1 法人あたり 37,490 円 
（平成 23 年度予算における歳入総額に占める所得税（13.7％）と相続税（1.4％） 

の比率により算出） 
 
○寄附をする者の所得税率：33％（課税所得 900 万円超～1,800 万円以下と仮

定） 
○寄附をする者の相続税率：10％（相続財産額：1,000 万円以下と仮定） 
 
○社会医療法人数 
  平成 22 年 3 月末  ８５ 
  平成 23 年 3 月末 １２０ 
  平成 23 年 6 月末 １３８ 
  平成 24 年 3 月末 １５５（見込み※） 

※平成 22 年 3 月末→平成 23 年 3 月末と同数増加すると仮定 
 
 
【減収見込額】 
（１）社会医療法人に寄附をした法人における寄附金の全額損金算入 
  348,956 円×0.3（法人税率）×155＝16,226,454 円 

 
（２）社会医療法人に寄附をした者の所得からの寄附金の控除 
 （51,607 円―2,000 円）×0.33（所得税率）×418÷59×155＝17,976,820 円 
  
（３）社会医療法人に相続財産を寄附した場合の相続税の非課税 
  37,490 円×0.1（相続税率）×155＝581,095 円 
  
 
減収見込額合計   34,784,369 円        
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